
 
 

協定の内容等を広く周知

環境保全に係る協定の締結等（第21条の４～６）

助言等協定・協議会

国、地方公共団体

NGO等
民間
団体

地方公共団体
（複数にわたる場合は国）

届出 協定

○実施状況等について評価その結果の公表
○協定の内容等についてインターネット等
で周知

事業者

○協定の内容等についてインターネット等
で周知

※ほぼ新規事項

適切な役割分担を踏まえた協働取組を推進し、質の高い効果的な取組みを
実現する。

○協働取組推進のための協定制度

民間
団体

民間
団体

パートナーシップの取組の推進

 
 
＜参考：環境教育等による環境保全の取組の促進に関する法律＞ 

（環境保全に係る協定の締結等） 

第二十一条の四  
５ 国民、民間団体等は、国又は地方公共団体と協働取組を行う必要があるときは、主務省令で

定めるところにより、当該国又は地方公共団体に対し、その旨を申し出ることができる。 

 

（国民、民間団体等による協定の届出等） 

第二十一条の五 国民、民間団体等が協働取組の推進に関し協定を締結した場合には、当該国民、

民間団体等は、都道府県知事（当該取組が二以上の都道府県にわたる場合にあっては、主務大

臣。第三項、第六項及び第七項を除き、以下この条において同じ。）に対し、当該協定を届け

出ることができる。 

 

 協働取組の申出制度、協定の届出制度の概要 

 


